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就職率（就職件数／策定件数）

4,999　人にかかるコスト（人件費など）

専門性の高い１級キャリアコンサルティング技能士を有する非常勤職員を配置することで、対象者へのカウン
セリングやプログラム策定など、効果的に事業を実施している。
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務
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0

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費）

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

　総経費

目標値

通年

50 51件

94.1

23

種　別 指標の名称

％

　決算額　　(単位：千円) 2,471

96

2,544

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

58

75.9

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など）

　一般財源（区負担額） 3,947

今後の方向性

5,505

6,995

0

5,022

0

3,821

プログラム策定件数

85.0

73

82.2

0

2,535

1,490

6,983

1,290

目的達成度

手段の適切性

事務事業コスト

(単位：千円)

［評価の理由］（区民生活への影響を十分考慮すること）

就職支援についてはハローワークとの競合性が高いが、児童扶養手当の受給状況は区が把
握しており、ひとり親家庭に特化した支援体制を維持していく必要がある。

3
評
価
の
視
点

評価 評価の理由

就業に有利な資格や求人情報は日々変化しており、就業が困難なひとり親家庭に対して、家庭状況や就業
経験などを踏まえ、一人ひとりの状況に応じた、きめ細かな支援が必要である。

維持

評
価
結
果

児童扶養手当現況届の機会を通じて、求職者へのアプローチを強化した結果、プログラム策定件数を母数と
する就職率が高い割合で推移している。

3
ひとり親は様々な事情を抱えていることが多く、就職に向けて個別に寄り添う形でアプローチをする必要があ
る。また、就業に消極的な者に対し、行政が就業支援を実施することは、自立支援策として適切かつ有効で
ある。

3

財源項目

(単位：千円)

必要性

前回評価から
改善した事項

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など）

児童扶養手当現況届の際に、就職活動への意欲が高いひとり親から連絡先を聴取し、後日ひとり親家庭相談員が、
積極的に電話連絡を行ったため、策定件数を大幅に増加することができた。なお、策定件数によって国都補助金額が
決定する。

0

5,111

1,075

事業区分

相談

平成２９年度　事務事業評価シート

（１）安心して子育てできる環境づくり

台東区ひとり親家庭自立支援プログラム策定事業実施要綱根拠法令等

事業対象

事務事業名 自立支援プログラム策定

　

子育て・若者支援課

行政計画 事業NO. 201 計画事業名
事業の開始・終了年度

ひとり親家庭の自立支援

事
務
事
業
の
概
要

　

[事業開始]

③配慮を要する子どもや家庭への支援

要綱

なし

自立支援プログラム策定員による対象者へのカウンセリング、プログラム策定、ハローワークその他の関係機関との連絡調
整、面接指導等を実施する。

補助金の有無

5,015

長期総合
計画体系

 [基本目標]

母子家庭の母及び父子家庭の父（児童扶養手当受給中又は同等の所得水準の者で、生活保護受給者を除く。）

平成

年度[終了予定]

 [小　　柱]

〔法令等名〕

Ⅲ-２．次の世代の育成

 [施　　策]

２７年度 ２８年度(単位)
（３０年度）

２６年度

成果指標

4

効率性

所
管

区民部

年度

委託内容
国・都

日相談期間 通年

事業内容

委託の有無

事業目的

活動指標
通年

個別の状況・ニーズに対応した自立支援プログラムを策定し、きめ細やかな就労支援を行うことにより、継続的な自立の促
進を図る。

12

0

通年


